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□為替レートは、１ドル：108.6円、１ユーロ：119.3円、１元：16.2円です。前年比で、円はドル、ユー
ロ、元に対して円高となりました。また、その他の通貨に対しても、同様に円高となりました。

□2016年度の連結売上高は、前年比▲2.8％減収の1兆8,029億円、営業利益は▲16.5％減益の
1,740億円となりました。営業利益率は▲1.5ポイント減の9.7％です。

□売上高は、円高と産業機械他セグメントにおける物量減が影響しました。

□純利益は▲17.5％減益の1,133億円です。

□なお、昨年４月に公表した予想値との比較としては、円高によるマイナス影響を、建設機械・車
両セグメントでの物量増で補い、売上高・営業利益・純利益ともに達成することができました。
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□建設機械・車両の売上高は、前年比▲1.6％減収の1兆5,765億円、セグメント利益は▲4.3％
減益の1,616億円となりました。需要が減少している北米、中近東などでの売上減少を中国や
インドネシアで挽回したものの、円高の影響を受け売上げは前年を下回りました。なお、為替影
響を除いたベースでは増収となりました。

□リテールファイナンスは、円高の影響ならびに中国およびオセアニアなどの資産の減少が影響
し、売上高は前年比▲9.0％減収の490億円、セグメント利益は▲66.6％減益の44億円とな
りました。

□産業機械他の売上高は、▲13.2％減収の1,910億円、セグメント利益は▲35.7％減益の124
億円となりました。自動車業界向けの鍛圧機械および工作機械の販売減少と、旧コマツハウ
スの連結除外による減収が影響しました。
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□建設機械・車両の売上高は、前年比▲1.3％減収の1兆5,663億円となりました。

□円高の影響により、CIS・中国・アジアを除く地域で売上高が減少しました。中国などの戦略市
場において増加し、戦略市場の比率が50％に上昇しました。



□売上高は前年比▲254億円の減収です。円高による為替差が大きく影響しましたが、物量差他は
プラスとなりました。

□セグメント利益については、前年比▲73億円の減益、利益率は前年比▲0.2ポイント悪化し、
10.3％となりました。固定費の削減を行ったものの、円高によるマイナスなどが影響しました。
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□リテールファイナンスの総資産は、前年度末に比べ+200億円増加し、6,715億円となりました。北

米・欧州・タイ等で増加しました。

□売上は為替の影響を受け減収。利益は中国で引当金を積み増したこと等に伴い、前年比で減益と

なりました。

10



□産業機械他部門は、自動車業界向けの鍛圧機械および工作機械の販売減少と、旧コマツハウスの

連結除外による影響により、売上高は前年比▲13.2％減収の1,910億円となりました。

□セグメント利益は、売上減少の影響が響き、124億円、セグメント利益率は前年同期比で▲2.3ポイ

ント減の6.5％となりました。
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□総資産は前年度末比で、+418億円増加しました。為替の影響が▲205億円あり、これを除けば、

実質は+623億円の増加です。

売上の増加により受取手形・売掛金が増加しました。

棚卸資産が▲57億円となっており、為替の影響▲21億円を除いても実質▲36億円の減少となりま

した。

□株主資本比率は前年度末から1.4ポイント増加し59.4％となりました。
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□為替レートの前提は、１ドル：105円、１ユーロ：115円、１元：15.0円と致します。

□2017年度の業績見通しは、連結売上高が前年比+18.4％増収の2兆1,350億円、営業利益が
▲10.4％減益の1,560億円、売上高営業利益率は▲2.4ポイント減の7.3％、純利益は920億円
の見通しです。

□営業利益のところを見ますと、従来ベースのコマツは営業利益率が10.4％です。

□ ROEは前年比▲1.4ポイント低下の5.9％になる見通しです。



□2017年度の建設機械・車両は、アジアや鉱山機械の売上増加に伴い、増収増益となる見通しで
す。

□リテールファイナンスは、為替の影響を受けで減収となりますが、中国での引当金の影響が無くなる
ことにより増益の見通しです。

□産業機械他は、コマツNTCやコマツ産機での売上増加に伴い、前年比増収増益の見通しです。
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□2017年度は、北米を除く全ての地域でプラスとなり、前年比+4.4％増収の1兆6,360億円の見通
しです。

□為替影響を除いた物量ベースでは全ての地域でプラスになる見通しです。

□戦略市場の比率は、前年度の50％から52％に拡大する見通しです。



□売上高は前年比+695億円の増収の見通しです。

□セグメント利益については、前年比+164億円の増益の見通しです。
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□リテールファイナンスの資産は、主に北米等でファイナンス契約の増加により増えますが、為替の影

響により前年度末比で減少の見通しです。

□収益については、中国で2016年度に積み増しした引当金の影響がなくなることにより増益の見通

しです。



□産業機械他部門では、売上高は前年比+4.7％増収の2,000億円、セグメント利益は前年比+40億

円増益の165億円の見通しです。

19



20

□2016年度の世界需要は、北米、中近東などで需要が減少したものの、中国やインドネシアなど

で上向き、全体としては前年比+3％の増加となった模様です。

□2017年度は上期を中心に引き続き中国やインドネシアで伸びが期待できますが、年間を通した

需要は±0％～+5％と見ております。



□2016年度の日本の需要台数は、前年比▲9％減少になりました。

□レンタル向けを中心に、新排出ガス規制関連の需要が一巡した影響が続いています。

□2017年度の上期は国内排ガス規制前の駆け込みがあると考えられますが、下期は反動で減
少し、年間の需要は前年比±0％～+5％と見ております。
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□2016年度の北米の需要は、前年比で▲11％減少しました。

□アメリカでは、一般ユーザ向けの需要は引き続き堅調に推移したものの、レンタル向けが

低迷しました。

□カナダはエネルギー分野向けを中心に低迷していましたが、回復基調が見られました。

□2017年度については、アメリカにおいて下期以降にインフラ投資が増加すると考えられ、

全体の需要は前年比±0％～+5％になると見ています。
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□2016年度の欧州の需要は、前年比+7％増加となった模様です。

□ドイツを中心に主要市場が堅調であり、他の北欧や南欧についても回復基調が継続しまし

た。

□2017年度は、主要国での選挙やBrexitの影響、金融システムの状況など不安要素はあるも

のの、引き続き堅調と見ており、全体としては前年比±0％～+5％の需要と見ておりま

す。
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□2016年度の中国の需要は、下期に伸びたこともあり前年比+48％の増加となりました。

全国的にインフラ工事が進行したことにより一般建機の需要が伸長しました。

□2017年度についても、秋ごろまでは堅調に推移すると見ていますが、下期は伸び率が鈍化

し、需要は前年比+5％～+10％と見ております。
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□ 2016年度の東南アジアの需要は下期に伸びたこともあり、前年比+13％増加となりまし
た。

□最大市場のインドネシアで需要が伸長したことに加え、マレーシアも同様に伸長しまし
た。

□2017年度はインドネシアで引き続き需要が伸びる見通しですが、下期以降、伸び率は鈍化
して、全体として需要は前年比±0％～+5%の見通しです。
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□2016年度の鉱山機械の需要は前年比▲3％減となった模様です。

□2017年度も引き続きインドネシアなどで需要の増加が見込まれ、伸び率は+10％～+20％

程度になると予想しています。
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□2016年度の鉱山機械の売上高は、前年比▲3％減の4,336億円、為替の影響を除くと+7％

の増加となりました。本体・部品・サービスともに為替影響を除き、売り上げが増加しま

した。

□2017年度は、インドネシアなどでの需要増加の影響と部品売上の増加により、前年比

+10％増の4,756億円となる見通しです。
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□ 2016年度の部品の売上高は、前年比▲5％減少の3,788億円、為替の影響を除くと+4％増

となりました。内訳は一般建機が5％増、鉱山機械は+4％増です。

□ 2017年度は、前年比+5％増加の3,970億円の見通しです。
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□レンタル資産投資を除く生産設備等の投資では、ＩｏＴを活用した生産改革や国内営業拠点の

統合、また働き方改革も見据えた情報システムなどへの投資を推進していく予定です。

□研究開発費は、排出ガス規制対応や分野別・地域別商品開発の他、イノベーションによる次世代

商品開発に引き続き重点投資していきます。

□固定費は、将来の成長のための投資の原資を確保する一方で、構造改革を継続し、全体としては

引き続き抑制していきます。



 次に、中期経営計画の経営目標について1年目の進捗状況をご説明いたします。

 上のグラフは過去からの業績の推移を示しており、下の表では、中期経営計画の経営目標の進捗

状況をまとめております。

 全体の経営目標のうち、ROEについては、2016年度の公表値6.2%を上回り、7.3%となりました。

10%レベルを目指して活動を進めてまいります。なおその他の項目については、ほぼ達成できまし

た。

 リテールファイナンス事業については、ROAは未達となりましたが、ネットD/Eレシオについては3.65

倍と、5倍以下を達成しております。

30



31

□2017年度の売上高見通しは、前年比▲3.8％減の2,560億円となります

□営業利益は一時費用を除くベースで90億円となり、一時費用▲480億円を織り込んだベー

スでは、▲390億円の営業損失となる見通しです。
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□ 鉱山機械本体の、受注と売上の指数の推移を示しております。

□ グラフは、直近6ヶ月間の新車の受注額を、同じく6ヶ月間の売上高で割った指数の推移です。
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□ 産業機械の、受注と売上の指数の推移を示しています。グラフは、直近6ヶ月間の新車の受注額

を、同じく6ヶ月間の売上高で割った指数の推移です。
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